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　子どものメンタルヘルスの問題に取り組むためには、教育現場におけるエビデンスの蓄積と、学校
に即した形での社会実装の双方を両立させる必要がある。ここでは、子どものメンタルヘルスの問題
に教育、医学、心理学の専門家がそれぞれの立場で共同し開発した取り組み事例の一例として、メン
タルヘルス予防プログラム「こころあっぷタイム」（Universal Unified Prevention Program for 
Diverse Disorders: Up2-D2; Ishikawa et al., 2019）の概要について紹介したい。

１．教育場面でのメンタルヘルスの予防

　学校でのメンタルヘルスの予防を考える上では、誰にどのような支援を提供するかという点を整理

4─ⅲ．小学校におけるメンタルヘルス予防プログラムの実装

図１　予防の段階的なモデル
Mrazek & Haggerty（1994）を参考に作成
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していくことが大切である。図１は対象者とリスク要因に焦点を当てた予防の段階を表したものであ
る（Mrazek & Haggerty, 1994）。全ての人たちへの支援（ユニバーサルレベル）は、学級での授業
形式や全校集会での実施などが典型的な導入方法となる。リスクのある人たち（セレクティブ）と症
状のある人たち（インディケイティッド）に向けた両レベルは重複する場合が多いため、両者をまと
めてターゲットタイプと呼ぶことがある。たとえば、スクールカウンセリング、保健室、適応指導教
室等でターゲットタイプの支援の活用が考えられる（佐藤ら，2013）。
　学校での導入を考えた場合、ユニバーサルレベルの予防には、いくつかのメリットがある。第一に、
公立私立を含めると義務教育では、事実上全ての子どもにサービスが提供できる。そのため、学校で
は、現実的にユニバーサルレベルの介入が実施できることになる。これが例えば大学生や成人になる
と、そもそも全体へのアプローチは現実的に困難になるので、学齢期はユニバーサルレベルでの取り
組みに最適な時期である。さらに、子どもは学校で「学ぶ」ということに慣れているし、教師は学校
で「教える」ことが職業的専門性を最も発揮できる。つまり、学校は子ども達に社会情動的な内容を
教えるのに最適な文脈であるといえる（WHO，2001；2005参照）。また、問題を抱える子どもにとっ
ては、取り出されることなく馴染みのある教室環境で学習することができるし、現在問題を抱えない
子ども達であっても将来迎えるかもしれない危機への対処法を事前に学ぶことができる。加えて、全
体でのアプローチは、周囲の理解とサポート、偏見や誤解の減少といった効果も期待できる。これは、
大人側にも同様の利点があり、メンタルヘルスの問題に詳しくない教職員にとっても、正確な知識と
自らの学習機会を得られることになる。
　さて、３つの予防レベル、そしてそれを超えた治療的支援を含め、最も配慮しなければならない点
は、各レベルが別々の試みをするのではなく、一貫性のある指導や助言を心がけることである。たと
えば、個別の支援が必要となったからといって、これまで学んだことがないことを突然教えられても
子どもは面を食らってしまうかもしれない。普段の学びを基盤として、個々のニーズに応じて個別の
支援ができれば、さらに効果的な介入となることは疑いの余地はない。すなわち、関係者全員が共通
言語で語り合えるような支援体制を目指すことが、学校におけるメンタルヘルス予防において重要な
観点であるといえる。

２．予防教育に関する研究エビデンスの蓄積

　そのような意味で、学校におけるメンタルヘルス予防の取り組みにおいては、認知行動療法に基づ
く支援の体系的な導入が求められている。その一番の理由は、治療から予防まで幅広くその効果が証
明されている、すなわちエビデンスが認められているからである。たとえば、児童思春期の不安症、
強迫症、トラウマに関する問題、青年期のうつ病、反抗挑発症、素行症、注意欠如・多動症、薬物乱
用と依存、自殺と自殺念慮、および体重増と肥満などには、行動療法を含めた広義の認知行動療法の
効果が実証されている（Society of Clinical Child and Adolescent Psychology, 2017）。さらに、ユニバー
サ ル レ ベ ル や タ ー ゲ ッ ト タ イ プ の 抑 う つ や 不 安 の 予 防（Horowitz & Garbeber, 2006; Neil & 
Christensen, 2009; Mychailyszyn et al., 2012; Stice et al., 2009）、学校で実施する怒りに対する認知
行動療法に関する研究も積み重ねられている（Sukhodolsky et al., 2004）。以上の成果に基づき、例
えば英国のガイドラインにおいては、学級で社会性や情緒を育てるアプローチが推奨されている
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（National Institute for Health and Care Excellence, 2008）。教職員の多忙さについて大きな社会的問
題になっている今日の課題と、エビデンスに基づく教育政策の必要性が主張され始めているという現
状を考慮すれば（三菱総合研究所，2018）、今後ますます、エビデンスに基づいた支援方法の精選が
求められることになるだろう。
　そのような中、わが国の教育分野においても認知行動療法の導入が始められている。生徒指導提要

（文部科学省，2011）にも紹介されているソーシャルスキルトレーニング（社会的スキル訓練：SST）
は、あまり知られていないかもしれないが、認知行動療法の代表的な技法のひとつである。我が国に
おいては1980年代半ばから、発達障害児への支援、不登校等の教育相談上の諸問題に対する支援と
して実績を積み重ねてきた（佐藤ら，2000）。やがて、ソーシャルスキルの不足は、数多くの子ども
達に適用する必要性が叫ばれるようなり、学級単位や学校全体で取り組む集団SSTが実施されるよう
になった。そして、2000年代の初めから開始された学級単位の集団SSTの研究では、大きな効果が
得られていることが報告されている（高橋・小関，2011）。

３．ユニバーサルレベルでのメンタルヘルス予防プログラムの開発

　前述の集団SSTの成果を基軸として、小学生を対象とした研究（石川ら，2010；Sato et al., 
2013；佐藤ら，2009）、中学生を対象とした研究（石川ら，2009；高橋ら，2018）などその他の
認知行動療法の技法も応用した一連の成果を踏まえて開発されたのが、子どものためのメンタルヘル
ス予防プログラム、「こころあっぷタイム」（Up2-D2）である（Ishikawa et al., 2019）。本プログラ
ムは、うつ病予防や不安軽減など単独の問題をターゲットにして作成されたものではなく、他国で開
発されたプログラムを翻訳したものでもない。言うなれば、わが国の今の教育現場でのニーズに応え
るために開発され、児童生徒に向き合ってきた教職員の方々の実践に即したプログラムとして開発さ
れたという点を強調しておきたい。
　Up2-D2プログラムの特徴としては、①うつ、不安、怒りに関連した幅広いメンタルヘルスの問題
を対象としている、②通常学級の教師が教室で実施できるような指導案を中心とした教材が準備され
ている、③前向き（ポジティブ）で楽しい授業になるような工夫がなされている、④マンガやキャラ
クターを活用して説明できるようになっている、そして、⑤グループ活動を重視した動きのある授業
展開（アクティブ・ラーニング）が可能であるという点が挙げられる（Ishikawa et al., 2019）。以下
では、図２に示したUp2-D2プログラムのねらいとともに学校で活用するポイントを簡単に説明する。
教室への適応：教室で実施できるように全部のセッション回で指導案を準備している。指導案は本プ
ログラムの根幹をなす資料である。指導案にはこれまでの研究成果としての教職員のアイディアが反
映されており、なるべく負担なく、効率的にかつ誤解なく、そして学びやすい教授法を目指している。
マンガの活用：指導案に沿ったワークシートには、マンガやキャラクターを盛り込み、学習すべき内
容を秘密道具というメタファーで表現することで、学んだ内容が定着しやすいような工夫をしている。
集団活動の重視：さらに効率的な学びを促せるように、授業構成の中には、必ず班活動等の「グルー
プ・アクティビティ」が含まれている。集団形式での実施は、学級内で子どもたちに実際に体験する
機会を与え、楽しんで学べるよう配慮するとともに、個々の教師による学級運営の強みを活用できる
ように意図している。
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ポジティブ志向：Up2-D2プログラムは、教師にとっても子どもにとっても、前向きで楽しい活動に
なるようにデザインされている。特に精神疾患の予防というと、正確な知識を教えようとして専門的
な用語を使いすぎたり、否定的な言葉が並んでしまったりすることがあるかもしれない。認知行動療
法について言えば、正確に技法を伝えようとすればするほど、堅い言葉を使いがちになってしまう。
その結果、診断のある子どもたちだけのプログラムであると教職員に誤解されてしまう可能性もがあ
る。そのため、本プログラムではポジティブ心理学的介入の知見も踏まえて、教職員が誤解しないよ
う、そして高い評判を得られるようなプログラムになることを意図している。さらに、ポジティブな
心理的適応についても視野に入れており、特定の問題への対応や予防だけでなく、心の健康の増進全
般に寄与できるように工夫されている。
多様な問題に対応：臨床心理学観点からは診断横断的プログラムとして位置づけられるように作成さ
れている。言い換えれば、教室内のさまざまな子どもの経験する多様なメンタルヘルスの問題に対応
できるようにデザインされている。マンガのキャラクターは複数設定されており、それぞれ不安、抑
うつ、怒りといった子どもによくみられる課題を抱えており、プログラムに参加する子どもはそれぞ
れの問題を克服できるようなアイディアを見つけやすいようになっている。

図２　学校でメンタルヘルス予防プログラムを活用するための工夫
Principles of user centered design (Lyon & Koerner, 2016) を参考に作成
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４．小学校でのパイロットスタディ

　文部科学省の助成を受けて実施した小学校の通常学級で行ったパイロットスタディでは、実際に
Up2-D2プログラムの12回のセッションを担任教師が授業時間に実施できるのか、子どもたちはプロ
グラムの内容を楽しみ、理解し、学習した内容を実生活で応用しようと考え、実際に実行できると感
じているのだろうか、といった点について検討した。その結果、213人の子どもの回答から、上記の
点についてどの回でも高い水準で好意的に受け入れられていることがわかった。さらに９割を超す子
どもたちが、学んだスキルを教室以外でも使える自信があると答え、その割合は回を追う毎に上昇し、
最終回の後には96％もの子どもがそう答えた。また、プログラムを実施した教師は事前に1日の研修
を受けてもらった上で、各回のセッション前には指導案やDVDなどを用いて準備してもらった。実
際にプログラムの様子を録音したデータを用いて評価したところ、短期間の研修にもかかわらず、プ
ログラム内容をほぼ正確に実施できていることも確認できた（76％）（Ishikawa et al., 2019）。
　プログラム前後で子どもたちに生じた変化についても、期待通りの結果が確認されている（岡ら，
2018）。2016年９月から2017年３月にかけて、京都府、岐阜県、埼玉県の８つの小学校通常学級（４
年生17学級；５年生５学級；６年生２学級）に在籍する児童が研究に参加した。プログラムは、１
回45分の計12回で週に１回のペースで実施された。アウトカム評価のために、プログラムの実施前、
実施直後、終了３ヶ月後にそれぞれ質問紙調査を行った。全児童（715名）のうち、データの提供の
同意が得られた（すなわち、インフォームドコンセントの得られた）365名分の児童回答（自己効力
感、全般的メンタルヘルス）、311名分の保護者回答（全般的メンタルヘルス）、194名分の教師回答（全
般的メンタルヘルス、社会的スキル）が解析された。その結果、プログラム実施前後と３ヶ月後の計
３回の測定を通して、児童回答の自己効力感、児童回答および保護者回答の全般的メンタルヘルス、
そして教師回答の社会的スキルのスコアが統計的に有意に向上することが示された。この結果から、
小学校４－６年生を対象に学級全体を対象として本プログラムを実施することの有用性が示唆され
た。今後は、プログラム実施群と未実施群との比較を行い、無作為化比較試験などのデザインによる
さらなる有効性の検討を行い、エビデンスを蓄積していく必要がある。

４．京都府内の小中学校での事業化へ

　前述のパイロットスタディの結果を踏まえて、国立研究開発法人日本科学技術振興機構（JST）の
社会技術研究開発センター（RISTEX）の助成を受け、本プログラムについて京都府をステークホルダー
として社会実装する研究段階に入った。具体的には、平成30年度から「子どものためのメンタルヘ
ルス予防プログラム」として事業化され、現在までに府内の12の小中学校に実装された。課題が発
生する前の予防的施策への先行投資として、重点施策に組みこまれたという経緯がある。府の事業化
への道は、教員の負担増、所管の教育委員会との縦割り、研修日の設定（平日か休日か）の調整で時
間を要したが、教育長の了承を得て、市町村の小中学校の校長会での説明の機会得た。その際に出て
きた学校長からの意見は以下の３つに集約できる。
１．�学校現場では問題（学級崩壊、不登校、いじめなど）への対処に精いっぱいで、予防に力を入れ

るゆとりはない。
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２．プログラムを導入すれば、個別の事例についてのアドバイスも貰えるか。
３．今の本校の状態（学級崩壊）でも、実施可能かどうか。

　関心を持っていただいた学校では学校長のみならず養護教諭に相談のうえ、導入することを決定さ
れた。また、校長以外にも教職員対象の各種研修会の際に広報を行い周知に努めた。また、Up2-D2
プログラムを広く多職種のメンタルヘルスの専門家に知ってもらうために、教員向け研修会の案内は
臨床心理士会、精神保健福祉士会、府下の各公的機関の専門職に対しても行い、保健所や児童相談所
の専門職員の参加も得られた。今後は、京都市教育委員会との連携が実り、令和２年度から定時制高
校および中高一貫校での導入、そして令和４年度からの高等学校でのプログラム導入も予定されてい
る。これらの学校の導入に向け、現在高校生向けのプログラムの開発に着手している。さらに、京都
以外でも、福島県、さいたま市、福岡市、大阪府、滋賀県が意欲を持って実装に向けて準備をすすめ
ているところである。
　実装を進める中で、当初は中学校や高校（特に、定時制高）の教員の先生方が積極的だった。その
理由としては、この年齢でメンタルな問題が明らかになる生徒が目立つようになり、予防というより
も事後的な問題対応という観点からのニーズであった。上記の学校長からの意見にもあるように、最
初は今起きている問題に対する「特効薬」としての役割に期待が大きかった。ところが、次第に長い
目で見た「予防」という観点から理解を示す教職員も増えてきた。実際、本プログラムの影響が最も
期待されるのは、「今ここで」ではなく、「長期的な」メンタルヘルスにおけるレジリエンスの高まり
にある。その点について理解を深めている教職員を通して、他の教職員や学校に情報が届き始め、さ
まざまな動きがまさに始まっているところである。たとえば、「モグラ叩きに疲れている先生のメン
タルにも有効。先生にとっても楽しい予防教育が出来て、やりがいを感じることが出来る」との感想
も発信されていた例もあった。
　以上のような教育現場との協働という貴重な経験から、エビデンスの伝わり方は、研究者間同士と、
研究者から教育実践者とで違うことを実感した。研究データの数値化されたエビデンスよりも、具体
的な実感に裏打ちされたエビデンスでなければ、実装は難しいということである。このことは、今後、
エビデンスのあるプログラムを学校に導入するに当たっては、重要な点と考えられる。

５．さいごに

　学校ではメンタルヘルスに関する問題を抱えた子どもたちへの日々の対応で、バーンアウトしてし
まう教職員は多い。教職員自身のメンタルヘルスの向上は、すなわち子どものメンタルヘルスの向上
につながり、子どもが元気になれば教員も充実感が増すはずである。本プログラムの実施にあたって
は、通常の授業では経験できない教師と子どもの関係性についても良い報告を受けている。そうした
予防教育の効果が今後、適切な方法で検証されることが重要である。より頑強なエビデンスについて
の研究は、現在進行中であるため、真の意味で子どもの心の健康教育のスタンダードとなりえるか、
今後の研究報告を待たねばならない。教職員や児童生徒というユーザーにとって、使いやすく、楽し
く、その上で効果のあることが実証されれば、本プログラムが、子どものメンタルヘルス予防教育プ
ログラムとして広く普及することが期待される。
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